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序 ―― Paul de Beer & Trudie Schils (eds.), The Labour Market Triangle 
 (Edward Elgar, 2009) を読む 
                                                            安孫子 誠男 
 
 新しい社会の現実は新しい言葉を喚び起こす。かつてスタグフレーション stagflation と
いう言葉が stagnation（景気低迷）と inflation（持続的物価上昇）というおよそ相反する
経済的事象を合成表現するものとして登場したように、flexibility（柔軟性）と security（安
定性）というふつうには相反する社会的現実を同時に表現するものとしてフレキシキュリ
ティ flexicurity という言葉が登場している。労働市場が柔軟でありながら（したがって労
働者が解雇のリスクにさらされながら）、しかも所得と雇用の安定性が得られるという、通
例には相反する事柄が同時に可能となる現実である。 
 典型的には、労働市場の柔軟性、寛大な失業補償、積極的労働市場政策（アクティベー
ション政策）という「黄金の三角形」（golden triangle）が、デンマークの経験として知ら
れる。雇用の保護が弱まり労働者は失業にさらされるが（flexibility）、手厚い失業給付が受
けられるとともに（income security）、職業訓練が公的に提供されることで新たな職務に就
く機会が得られる（employment security）、という好循環が確保されるといった状況であ
る。だが、こうした三角形の三つの極のあいだの因果関係は必ずしも検証されているわけ
ではない。Paul de Beer & Trudie Schils (eds.), The Laour Market Triangle: Employment 
Protection, Unemployment Compensation and Activation in Europe は、三つの極それぞ
れの因果関係は必ずしも明らかではなく、むしろ「相互補完性」という視点から因果関係
を捉えようとしている。ここでは、雇用保護、失業補償、アクティベーション政策の三者
の関係が本書でどのように捉えられているかについて概観し、今後のフレキシキュリティ
研究への第一歩としたい。 
 １．De Beer らは、三つの極のうち、失業補償（失業時の所得補償）を「社会的保護のコ
ア」、積極的労働市場政策を「新たな要素」、雇用保護法制を「失われた環」と捉え、それ
ぞれの政策用具間の効果を検定している。三つの政策用具のどれも単独では柔軟性（雇用
と失業との間の高い流動性）と安定性（高い所得補償と低い失業率）との意図された結合
を実現するには充分ではなく、これらの用具の「相互作用」のみが良好な結果を生むと論
じられている。ここでのポイントは、雇用保護法制を「失われた環」とみるところにある。     
(1) まず、社会的保護のコアをなす失業補償（失業給付）について。失業給付が所得の安
全性と労働市場の柔軟性とにあたえる効果については膨大な文献がある。一般的な結論は、
失業給付は所得の安全性を高めはするが、失業から雇用への流れを止めるという代償を払
ってというものである。すなわち、失業給付にかんする通念は、それが被雇用者と失業者
との所得格差を狭めて所得の不平等を減ずるが、労働誘因を損なうことで失業率を高める
というものだ。たしかに、失業給付の寛大さと長期失業率とのあいだには正の関係がある。
しかしながら、失業給付が、失業期間を延長したり、失業から雇用への流れを減じること
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によって、失業率を高めるという点は、説得的には検証されてはいない。Beer らの検定に
よれば、失業給付は、所得の不平等を減じはするが、必ずしも失業率を高めるわけではな
いとされる。 
(2) 政策形成者や政治家のあいだには、受動的な労働市場政策から積極的なそれへの比重
のシフトが望ましいという一般的な合意がある。しかし、アクティベーション政策が寛大
な失業保険制度の予期せぬ負の効果に反対に作用するという検定は、必ずしも存在しない。 
(3) 雇用保護法制が雇用と失業との流れを双方向的に減じるため、それが失業率を増減さ
せるかどうかは明瞭でない。雇用保護法制の強化は、雇用と失業との間の流動を減じるた
め、より長期の勤続、より長期の失業の継続をもたらし、長期失業率のシェアを高める。
永年契約の保護が有期契約のそれよりも厳格である場合（これは通常のケースだが）、総雇
用にしめる有期雇用のシェアが高まると予想される。雇用保護法制は、総雇用率や総失業
率に顕しい影響をあたえるのではなく、労働市場での配置換えを減ずるのであり、平均的
な職務勤続ならびに失業期間を増加させる。したがって、雇用保護法制を緩和することは、
雇用率を高めたり失業率を低めたりするのではなく、雇用と失業の継続期間にかんする配
分に影響をあたえるだけである。 
２．De Beer らの研究の独自性は、失業給付、積極的労働市場政策、雇用保護法制の三極
間の「ありうる補完性」を検証しようとする点にある。Beer らは、1985―2004 年の期間
をとって、OECD 25 カ国の OECD 労働力調査、同社会的支出データベース等にもとづき
三者間の因果関係を検定している。彼らの分析は、三つの政策要素がそれぞれ単独で、あ
るいは二者ないし三者の結合において、つぎの六つの労働市場の成果にどのように影響を
及ぼすかを論じている。六つの成果とは、①雇用率、②失業率、③長期失業のシェア、④
失業への流入、⑤雇用への流入、⑥失業により予想される所得喪失、である。彼らの分析
結果によれば、政策用具による直接的な効果はほとんど生じていない。ただ積極的労働市
場政策への支出のみが、失業率、長期失業のシェア、失業により予想される所得喪失に、
プラスに関連しているにすぎない。これに対して、双方向的な相互作用の効果は、四点ほ
ど検出されている。 
第一に、雇用保護と失業給付との相互作用は、つぎの四つの場合に顕著である。雇用保
護がより厳格であればあるほど、より寛大な失業給付は、雇用率を低め、失業率を高め、
長期失業のシェアを大きくし、失業により予想される所得喪失を大きくする。というのも、
より厳格な失業保護は、職務採用の数を減らし、労働市場での流動性を減らし、こうして
失業からの退出の可能性を減ずるからである。この失業からの退出減少の効果は、より寛
大な失業給付によって大きなものとなる。それは、失業の負の所得効果を最小化し、こう
して失業時の所得を高めるからである。予想される所得喪失に対するより高い失業リスク
の効果は、より高い所得代替率の効果よりも大きい、と主張される。 
第二に、雇用保護と積極的労働市場政策との相互作用は、従属変数の４つに顕著な影響
をあたえる。それは基本的には、上述した雇用保護と失業給付との相互作用とは逆向きの
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効果をもつ。雇用保護がより厳格になるにつれて、積極的政策へのより多くの支出は、雇
用を高め、失業率を低め、長期失業をより低め、失業によって予想される所得喪失をより
小さくする。積極的労働市場政策への支出が高くなれば、厳格な雇用保護（あるいは労働
市場の柔軟性の減少）の不利な影響を相殺することがありうる。雇用保護がより厳格なと
きには積極的労働市場政策の効果が減少するという理論的な想定は、彼らの分析により支
持されていない。ここから Beer らはつぎの結論を導く。――積極的労働市場政策への大き
な支出は、雇用保護が平均的な場合にはやや不利な効果をもつが、しかし雇用保護が厳格
な場合にはプラスの効果をもつ。 
第三に、失業給付と積極的労働市場政策との相互作用には、なんら顕著な効果はみられ
ない。より強力なアクティベーション政策は失業の継続に対する給付の寛大さのマイナス
効果を相殺しうると一般に信じられているので、これはいくらか驚きである。 
最後に、三つの政策用具の全体としての相互作用の効果は――長期失業のシェアへの効
果を別にすれば――ほとんど認められない。より厳格な雇用保護は、より高い失業給付と
アクティベーション政策へのより高い支出と結びついて、長期失業のシェアをより大きく
する。雇用保護とアクティベーション政策への支出との（上述した）双方向的な相互作用
に加えて、かつそれとは反対の方向に、このことは生じる。このことが意味するのは、雇
用保護がより厳格ならばアクティベーション政策へのより多くの支出はより効果的である
にもかかわらず、こうした効果は、失業給付がより寛大であれば弱くなるということだ。 
要するに、推計の結果が示すものは、雇用保護とアクティベーション政策のみが労働市
場成果のいくつかに――双方とも不利な方向で――直接的効果をもつが、双方向的な相互
作用の効果の示すところは、政策用具間には「補完性」が存在するというものであり、そ
れこそが各国の労働市場の存在様態に即して説明されるべきものなのである。 
 
本プロジェクトでは、佐藤健太郎「ワークフェア改革をめぐる諸論点――覚え書き」が、
近年のワークフェア改革をめぐる新動向について論点整理をしており、木村典弘「企業に
おける開発と生産との関係」はフレキシキュリティ・モデルが成立するための条件として、
企業での開発と生産との関連について論ずる。また、張玉菡「中国都市部における失業者
の最低生活保障について」は、中国の国有企業改革に伴うセーフティー・ネットとしての
失業者の最低生活保障について論じている。いずれも研究ノートふうの習作にとどまるが、
若き研究者の試作に読者の忌憚のないご批評をいただければ幸いである。 
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